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市職員の給与等の状況
「敦賀市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、職員の人事および給与

などの状況について、平成 26 年度の結果および平成 27 年４月１日現在の状況をお知らせ
します。

③ 職員給与費の状況（普通会計決算）

区分
給与費

給料 職員手当 期末勤勉手当 計 (b)

26 年度 1,578,620 250,793 568,683 2,398,096

職員数(a) 1 人当たり給与費 (b)/(a)

480 人 4,996

（注）職員手当には退職手当を含みません。職員数は平成 27 年４月１
　　  日現在の人数です。

（単位：千円）

問合せ先　総務課　☎２２－８１０２

④ 職員の初任給および経験年数別・学歴別
　   平均給料月額の状況

区分 初任給 経験年数 2 年

一　般
行政職

大学卒 174,200 円 186,100 円

高校卒 142,100 円 150,500 円

経験年数 10 年 経験年数 15 年 経験年数 20 年

大卒 236,425 円 283,500 円 333,800 円

高卒 209,500 円 263,350 円 315,450 円

（平成 27.4.1 現在）

⑤ 期末手当・勤勉手当、退職手当の状況

期末・勤勉手当

退職手当

期末手当 勤勉手当

6 月分 1.225 月分 0.75 月分

12 月分 1.375 月分 0.75 月分

合計 2.60 月分 1.50 月分

自己都合 勧奨・定年

勤続 20 年 22.56 月分   28.20 月分

勤続 25 年 32.16 月分   38.16 月分

勤続 35 年 45.60 月分   54.72 月分

最高限度額 54.72 月分   54.72 月分

1 人当たり平均支給額　18,411,107 円

（平成 26 年度）

（平成 27.4.1 現在）⑥ 特別職等の給料・報酬の状況

区分 給料・報酬月額

給料
市長 920,000 円

　  【期末手当】
   6 月  1.475 月分

 12 月  1.625 月分

　 計　 3.10 月分

副市長 760,000 円
教育長 638,000 円

議員
報酬

議長 490,000 円
副議長 428,000 円

議員 407,000 円

職員の分限および懲戒処分の状況

区分 種類 人数 内容

分限処分 休職 7 人
心身の故障のため、長期の
休養を要する場合など

懲戒処分 免職・停職
・減給など 1 人

全体の奉仕者たるにふさわしく
ない非行のあった場合など
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（平成 26 年度）

職員の服務の状況5 （平成 26 年度）

　職員の服務については、地方公務員法第 30 条、第 32 条
～第 38 条において、その根本基準として「全体の奉仕者と
して公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当っ
ては、全力を挙げてこれに専念しなければならない」ことや、

「法令等及び上司の職務上の命令に従う義務」をはじめとす
る義務、禁止および制限事項が定められています。
　平成 26 年度における服務義務違反の内容などについては
次のとおりです。

服務義務違反の内容 違反者数

  信用失墜行為の禁止
 （交通事犯による違反等）

23 人
（全員訓告処分済）

職員の福利厚生の状況6
　福井県市町村職員共済組合において、短期給付（病気、
ケガ、出産、死亡などに対する給付）、長期給付（退職、障害、
死亡に対する年金または一時金の給付）および福祉事業（健
康保持増進事業、資金貸付など）を行っています。
　また、敦賀市職員互助会（職員の福利厚生を目的に、条
例で設置が認められた互助団体）は、健康増進事業および
体育・文化事業などを行っています。

公平委員会の報告状況
（１）勤務条件に関する措置の要求の状況……………０件
（２）不利益処分に関する不服申立ての状況…………０件

8 （平成 26 年度）

職員の研修状況7 （平成 26 年度）

  福井県自治研修所における研修 197 人

  派遣研修（市町村アカデミー等外部研修） 110 人

  職場研修（講師の派遣による研修） 315 人

② 休暇の種類
▶年次休暇…20 日間　▶病気休暇…90 日以内
▶特別休暇…結婚休暇 5 日以内、夏季休暇 3 日以内、産前・

産後休暇は 6 週間以内に出産する予定の場合
および産後 8 週間を経過しない場合、その都
度必要と認める期間

▶介護休暇…連続する 6 月の期間内において必要と認める
期間（無給）

▶育児休業…最長で子が３歳に達する日までの期間（無給）
▶育児短時間勤務…子が小学校就学の始期に達するまでの

うち、連続する１年までの期間（延長
可能。勤務実績に応じて給料を減額）

▶部分休業…子が小学校就学の始期に達するまでの期間
　　　　　   （勤務実績に応じて給料を減額）
▶自己啓発等休業…大学等課程の履修の場合は原則２年以内、

国際貢献活動の場合は３年以内（無給）

職員の勤務時間その他の勤務条件の
状況

① 職員の勤務時間

区分
勤務時間

休憩時間 勤務を要する日
始業 終業

一　般
行政職 8:30 17:15 12:00 ～

13:00   

毎週月曜日〜金曜日の
週 5 日間

( 国民の祝日、12/29 ～ 1/3 は除く )

※ 本庁以外の勤務場所では異なる勤務形態の場合があります。
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③ 休暇の取得状況

年次休暇（１人当たり） 病気休暇（１日以上） 産前産後休暇

4.3 日 143 人 40 人

介護休暇 育児休業 育児短時間勤務 部分休業 自己啓発等休業

2 人 59 人 11 人 3 人 1 人

（平成 26 年度）

⑦ 特殊勤務手当の状況（普通会計決算）
支給職員の割合

（職員全体に占める割合）
5.8％

平均支給月額
（支給対象職員 1 人当たり）

5,670 円

手当数
（平成 26 年度中に支給実績のあるもの）

3 種類

代表的な手当

支給額の多い手当 汚物処理作業手当

多くの職員に
支給されている手当

汚物処理作業手当
    徴収手当

（平成 26 年度）

（単位：人）

区分 H26.4.1 H27.4.1

一般行政 414 410

特別行政（教育）   73   70

公営企業関係 450 459

計 937 939

部門別職員数に関する状況1

（平成 26 年度）① 平均年齢および平均給料月額の状況等

※ラスパイレス指数
　国家公務員の給料を 100 とした場合の地方公務員の給料水準

区分 平均年齢 平均給料月額 ラスパイレス
指数

敦賀市 40 歳０月 287,900 円 95.5

県内市平均 42 歳１月 321,159 円 97.9

全国市平均 42 歳５月 324,410 円 98.6

職員の給与に関する状況2

※

（単位：千円）

区分 住民基本台帳人口 歳出額 (a) 実質収支

26 年度 67,824 人 28,842,022 1,369,499

人件費 (b) 人件費率 (b)/(a) 25 年度の人件費率

4,216,707 14.6％ 14.5％

② 人件費の状況（   普通会計決算）

※普通会計
　地方自治体の財政状況の把握および財政比較のため、統一的な
　基準で比較できるようにした統計上の会計

※


